
平成１９年(モ)第６９７号文書提出命令申立事件

決 定

主 文

１ 相手方は，本決定が確定した日から７日以内に別紙文書目録記載の

各文書を当裁判所に提出せよ。

２ 申立人らのその余の申立てを却下する。

理 由

［以下別紙の添付省略］第１ 申立ての趣旨及び理由等

申立人らの本件申立ての趣旨及び理由は，別紙「文書提出命令申立書」，

「文書提出命令に関する意見書」及び「文書提出命令に関する意見書(2)」

（いずれも写し）のとおりであり，本件申立てに対する相手方の意見は，別

紙「平成１９年(ワ)第１６９０号損害賠償請求事件に関する審尋に対する回

答」，「平成１９年(ワ)第１６９０号損害賠償請求事件に関する審尋に対す

る回答の補足」，「平成２０年９月２５日受付けの意見書」（いずれも写

し）のとおりであり，相手方の監督官庁であるＦ県警察本部長（以下「県警

本部長」という。）の意見は，別紙「平成２０年４月９日付けの意見書」

（写し）のとおりである。

第２ 事案の概要

１ 基本事件は，平成元年９月８日，Ｘ（以下「Ｘ」という。）が賃借してい

た居室（本件事故現場）において，Ｘ及びＹ（以下「Ｙ」という。）が，一

酸化炭素中毒によって死亡した（本件事故）のは，基本事件被告Ｇ株式会社

（以下「被告Ｇ」という。）が自社ブランドとして販売し，本件事故現場に

設置した基本事件被告Ｈ株式会社（以下「被告Ｈ」という。）製のガス湯沸

器（以下「本件湯沸器」という。）が原因であり，被告らは欠陥のない製品

を提供する義務などを怠ったと主張し，さらに，本件事故現場にガスの供給

を行っていたガス事業者である訴外Ｉ株式会社（以下「Ｉ」という。）（後



に被告Ｇが吸収合併した。）はガス事業者として必要な安全確保義務を怠っ

たと主張して，Ｘ又はＹの相続人である申立人らが被告Ｈ及び被告Ｇに対し

て，民法７０９条に基づき，それぞれ損害賠償金及びこれに対する不法行為

日である平成元年９月８日から支払済みまで民法所定の年５分の割合による

遅延損害金の支払を求めた事案である。

２ 申立人らは，別紙「文書提出命令申立書」（写し）第１記載の各文書（以

下「本件各申立文書」という。）は，民事訴訟法（以下「法」という。）２

２０条４号の除外事由のいずれにも該当しない，あるいは同条３号前段の利

益文書に該当するので，相手方には文書提出義務があると主張して，文書提

出命令の申立てをした。

これに対し，相手方は，本件各申立文書のうち別紙文書目録記載の各文書

（以下「本件各文書」という。）を所持しており，その余の文書は所持して

いないとした上で，本件各文書は法２２０条４号ロ・ホに掲げる除外事由に

該当し，また，法２２０条３号前段にも該当しないので，文書提出義務はな

いと主張する。

相手方の監督官庁である県警本部長は，法２２３条３項の意見聴取手続に

おいて，本件各申立文書の提出により，法２２３条４項１号の国の安全を害

するおそれ及び同２号の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあ

ることを理由として，法２２０条４号ロの「提出により公共の利益を害し，

又は公務の遂行に著しい支障を生じるおそれがある」文書に該当する旨の意

見を述べている。

３ 前提事実（一件記録により認められる事実）

(1) 本件事故の発生

平成元年９月１０日午前８時３０分ころ，ａ市ｂｃ番地ｄ ｅビルｆ階

ｇ号（以下「本件事故現場」という。）において，Ｘ及びＹが台所東側隣

室の４畳半寝室で死亡しているのが発見された（甲６）。



本件事故現場に出動したＪ消防署の救急隊は，本件事故現場到着時にＸ

及びＹに死後硬直がみられたため，警察官，検視医の出動を要請し，Ｌ警

察署警察官に両名の遺体を引き渡した。Ｋ医師は，同日午前９時１０分こ

ろ，本件事故現場に立ち会い，死体の検案を行い，両名の死因について一

酸化炭素中毒死であり，両名の死亡推定日時を，同月８日午後１０時ころ

と診断した。（甲７）

Ｌ警察署は，本件事故当時の本件事故現場の状況を明らかにし，証拠を

保全するため，本件事故現場の状況などの写真撮影を行った。

なお，本件事故について，後記(2)アのＫ医師による死体検案書のほかに，

Ｌ警察署において検視調書が作成されたか否かは明らかでなく，また，Ｌ

警察署において犯罪の捜査をしたとして書類及び証拠物とともに事件を検

察官に送致したことはうかがわれない。

(2) 本件各文書の作成等

以下のとおり本件各文書は作成されるなどしたことが認められ，相手方

が本件各文書を所持していることに争いがないが，本件各申立文書のうち

その余の文書については，相手方が所持していることを認めるに足りる証

拠はない。

ア 死体検案書

死体の検案を行ったＫ医師は，検案の結果を記載したＸ及びＹの各死

体検案書（以下，これらを併せて「本件各死体検案書」という。）を作

成し，Ｘ及びＹの各遺族に交付した。本件各死体検案書の写し（別紙文

書目録３及び４の文書。以下これらを併せて「本件各死体検案書写し」

という。）は，後日，Ｘ及びＹの各遺族からＬ警察署に提出されたもの

である。

イ 供述録取書

Ｌ警察署警部補Ｍ（以下「Ｍ」という。）は，平成元年９月１１日，



Ｉの従業員に本件事故の内容を簡単に話すとともに，Ｉの従業員から本

件湯沸器について事情聴取を行い，供述録取書（別紙文書目録記載１の

文書）を作成した（乙ロ２の①）。

Ｍは，同月１６日，死亡したＸの父である申立人Ａ（以下「申立人

Ａ」という。）から事情を聴取し，供述録取書（別紙文書目録記載２の

各文書。以下，Ｉ従業員の供述録取書と併せて「本件各供述録取書」と

いう。）を作成した。

ウ 写真撮影報告書

Ｌ警察署巡査部長Ｎは，本件事故発見直後に本件事故現場の状況など

を撮影した写真について，平成元年９月２６日，事件名を「変死」被疑

事件とし，Ｌ警察署長宛にその結果を報告した写真撮影報告書（別紙文

書目録記載５の文書。以下「本件写真撮影報告書」という。）を作成し

た。

(3) Ｉによる調査及び書類（基本事件に提出済みの証拠）の作成

ア Ｉは，平成元年９月１０日，本件事故直後の午前８時４５分ころ，消

防本部から電話連絡を受け，午前８時５０分ころ，Ｉ従業員であるＯ，

Ｐの２名が現場に出動し，午前９時０１分ころ，本件湯沸器のゲージテ

ストを行ったが，異常なしという結果であった（乙ロ２の①）。Ｉ従業

員であるＱ課長，Ｒ副長が，同日午前９時３０分ころ，現場に到着した。

Ｉ従業員は，同日午後１２時５５分，中部通商産業局（現在の中部経済

産業局）ガス保安課Ｓ課長補佐宅へ本件事故について電話で連絡を行っ

た。（乙ロ２の①）

イ Ｉは，同月１２日，本件事故の経緯，Ｉ従業員が警察から聞いた本件

事故の内容，事故原因及び本件湯沸器の毎月の使用量などまとめたメモ

（乙ロ２の①）を作成した（乙ロ２の①）。

Ｉは，同年１０月６日，ガス事業法（平成１１年法律第１６０号によ



る改正前のもの。以下同じ。）４６条１項及びガス事業法施行規則（平

成２年通商産業省令第４６号による改正前のもの。以下同じ。）８８条

に基づいて，中部通商産業局長Ｔに対し，本件事故について同条４項所

定の様式（様式第６４（８８条関係））でガス事故詳報（乙ロ１。以下

「本件ガス事故詳報」という。）を提出した（乙ロ１，甲２８）。

本件ガス事故詳報には，本件事故発生の日時，本件事故現場，事故発

生のガス工作物（本件湯沸器），本件事故の内容及び被害状況，本件事

故の原因などが記載されている。また，本件ガス事故詳報の添付資料に

は，平成元年４月２７日の法定調査（ガス事業法４０条の２第２項に関

する調査）に関する事項について記載があり，調査の結果として排気筒

口径縮小（１３０㎜のところ１００㎜）があること，前回調査時よりガ

ス需要家に改善するよう交渉していること，ガス漏れ警報器が未設置で

あることなどが記載されている（乙ロ１）。さらに，本件ガス事故詳報

には，本件湯沸器の設置状況などを記載した本件事故現場の平面図・立

面図なども添付されていた（乙ロ１）。

通商産業省資源エネルギー庁（現在の経済産業省原子力安全・保安

院）ガス保安課は，ガス事故詳報をもとにガス事故統計及び都市ガス事

故情報データベースを作成した（甲２８）。

(4) 本件事故に関する報道

大手新聞各紙は，平成元年９月１１日，本件事故の発生を報道するとと

もに，①本件事故現場が，鉄筋４階建のマンションの一室で，間取りは６

畳，４・５畳に台所の２Ｋであること，②本件事故現場は，風呂場と流し

台に湯を供給する本件湯沸器が点火されており，両方の蛇口から湯が出っ

ぱなしの状態であったこと，③窓や戸は全て閉められ，施錠されていたこ

と，④Ｘ及びＹは，ふとんの両側に仰向けになって倒れており，両名に外

傷はなく，死亡推定時間は同月８日の昼ころから夜であることがＬ警察署



の調べで判明していること，⑤Ｌ警察署は，閉め切った室内で湯沸器を使

ったための，一酸化炭素中毒による事故死とみていることなどを報道した

（乙ロ２の②）。

第３ 当裁判所の判断

１ 法２２０条４号ホについて

(1) 「刑事事件に係る訴訟に関する書類」とは，被疑事件又は被告事件に関

して作成された書類をいう。そして，当該文書に該当するかは，文書の表

示及び文書の趣旨など文書の存在形態から外形的・形式的基準によって類

型的に判断すべきである。

(2) 変死者又は変死の疑いがある死体（以下「変死体」という。）が発見さ

れた場合には，警察署長は，検察官にその旨を通知し（検視規則（昭和３

３年国家公安委員会規則第３号。以下同じ。）３条），検察官は，その死

亡が犯罪に該当するかどうかを判断するため検視をしなければならない

（刑事訴訟法２２９条１項）が，検察官は，この処分を司法警察員にさせ

ることができる（同条２項。いわゆる代行検視）。代行検視を行う場合に

は，警察官は，医師の立会いを求めてこれを行い，すみやかに検察官に，

その結果を報告するとともに，検視調書を作成して，撮影した写真等とと

もに送付しなければならない（検視規則５条）。検視に当つては，①変死

体の氏名，年齢，住居及び性別，②変死体の位置，姿勢並びに創傷その他

の変異及び特徴，③着衣，携帯品及び遺留品，④周辺の地形及び事物の状

況，⑤死亡の推定年月日時及び場所，⑥死因（特に犯罪行為に基因するか

否か。），⑦凶器その他犯罪行為に供した疑のある物件，⑧自殺の疑があ

る死体については，自殺の原因及び方法，教唆者，ほう助者等の有無並び

に遺書があるときはその真偽，⑨中毒死の疑があるときは，症状，毒物の

種類及び中毒するに至った経緯を綿密に調査しなければならない（検視規

則６条１項）。この調査に当つて必要がある場合には，立会医師の意見を



徴し，家人，親族，隣人，発見者その他の関係者について必要な事項を聴

取し，かつ，人相，全身の形状，特徴ある身体の部位，着衣その他特徴の

ある所持品の撮影及び記録並びに指紋の採取等を行わなければならない

（検視規則６条２項）。検視の結果，犯罪の嫌疑が生ずれば，直ちに捜査

手続に移行することになるが，犯罪の嫌疑がなければ，捜査手続には移行

しない。

(3)ア 前記前提事実によると，本件事故について，Ｌ警察署が，検視調書を

作成したか否かは明らかでないが，本件写真撮影報告書について被疑事

件の罪名は「変死」被疑事件とされていることなどからすると，Ｌ警察

署において本件事故について，本件事故によるＸ及びＹの死亡が犯罪に

基因するものかどうかを判断するために，変死体として，代行検視の手

続が行われたものと認められる（相手方及び県警本部長も，検視を行っ

たことを前提として，本件申立てについての意見を述べている）。

そして，前記前提事実によると，本件事故直後にＬ警察署が本件事故

について閉め切った室内で湯沸器を使ったための，一酸化炭素中毒によ

る事故死とみているとの新聞報道がされていること，Ｌ警察署において

犯罪の捜査をしたとして書類及び証拠物とともに事件を検察官に送致し

たことはうかがわれないことからすると，上記検視を捜査の端緒として，

本件事故について捜査手続は開始されていないと認められる。

以上によると，Ｌ警察署において，本件事故について，犯罪の有無を

発見するために行われる捜査そのものに属さない捜査前の処分として代

行検視が行われたにすぎず，これを捜査の端緒として本件事故について

捜査手続が開始されたことはないものと認められる。

イ そうすると，Ｌ警察署所属の警察官が作成した本件各供述録取書は，

検視規則６条２項の調査に当たって，親族である申立人Ａ及びガス事業

者であるＩの従業員から必要な事項を聴取した結果であり，また，本件



写真撮影報告書も，同調査に当たって，変死体の人相，全身の形状，特

徴ある身体の部位，着衣その他特徴のある所持品などの撮影を行った結

果を報告したものであると認められる。

したがって，本件各供述録取書及び本件写真撮影報告書は，捜査その

ものに属さない捜査前の処分としての検視に伴って作成された文書であ

り，何らかの被疑事実の捜査に関して作成された書類ではないから，い

ずれも「刑事事件に係る訴訟に関する書類」に当たらないものである。

ウ また，本件各死体検案書写しは，本件事故現場に立ち会い，死体の検

案を行ったＫ医師の検案の結果を記した本件各死体検案書の写しであり，

後日，Ｌ警察署が検視活動における医師の立会いの有無を明らかにする

ために，Ｘ及びＹの各遺族である申立人らからＬ警察署に提出されたも

のと認められる。

したがって，本件各死体検案書写しは，捜査そのものに属さない捜査

前の処分としての検視における医師の立会いの有無を明らかにするため

に作成された文書であり，何らかの被疑事件の捜査に関して作成された

書類ではないから，「刑事事件に係る訴訟に関する書類」には当たらな

いものである。

(4) 以上によれば，本件各文書は，何らかの被疑事実の捜査のために作成さ

れたものではないから，法２２０条４号ホには該当しないものというべき

である。

２ 法２２０条４号ロについて

(1) 法２２０条４号ロにいう「公務員の職務上の秘密」とは，公務員が職務

上知り得た非公知の事項であって，実質的にもそれを秘密として保護する

に値すると認められるものをいうと解すべきである（最高裁昭和５２年１

２月１９日第二小法廷決定・刑集３１巻７号１０５３頁，最高裁昭和５３

年５月３１日第一小法廷決定・刑集３２巻３号４５７頁参照）。そして，



上記「公務員の職務上の秘密」には，公務員の所掌事務に属する秘密だけ

でなく，公務員が職務を遂行する上で知ることができた私人の秘密であっ

て，それが基本事件において公にされることにより，私人との信頼関係が

損なわれ，公務の公正かつ円滑な運営に支障を来すこととなるものも含ま

れると解すべきである。そして，法２２０条４号ロの「その提出により公

共の利益を害し，又は公務の遂行に著しい支障を生じるおそれがある」と

いうのは，単に文書の性格から公共の利益を害し，又は公務の遂行に著し

い支障を生ずる抽象的なおそれがあることが認められるだけでは足りず，

その文書の記載内容からみてそのおそれの存在することが具体的に認めら

れることが必要であると解すべきである。（最高裁平成１７年１０月１４

日第三小法廷決定・民集５９巻８号２２６５頁）

また，監督官庁が，当該文書の提出により，法２２３条４項各号に掲げ

るおそれがあることを理由として法２２０条４号ロに掲げる文書に該当す

る旨の意見を述べたときは，その意見について相当な理由があると認める

に足りない場合に限り，当該文書の提出を命ずることができるものとして

いる（法２２３条４項）が，監督官庁は，上記意見を述べるに当たっては，

単にその可能性があることを抽象的に述べるにとどまらず，その文書の内

容に即して具体的に公共の利益を害したり公務の遂行に著しい支障が生ず

るおそれのあることについてその理由を述べることが求められているもの

と解すべきである（最高裁平成１７年７月２２日第二小法廷決定・民集５

９巻６号１８８８頁裁判官滝井繁男，今井功の補足意見参照）。

以上を前提に，以下，本件各文書について，それぞれ検討する。

(2) 本件各死体検案書写しについて

ア 一件記録によると，以下の事実が認められる。

(ア) 死体検案書は，検案をした医師が，死亡診断書と同一の所定の様式

に従って死亡者の氏名，生年月日及び性別，死亡の年月日時分，死亡



の場所及びその種別，死亡の種類，死亡の原因などを記載して作成し

（医師法施行規則（平成２年厚生省令第４９号による改正前のもの）

２０条），交付の求めがあった遺族に対し交付するものであり（医師

法１９条２項），警察が行う検視のために医師が作成するものではな

い。

(イ) 本件各死体検案書は，本件事故現場に立ち会い，死体の検案を行っ

たＫ医師が作成し，Ｘ及びＹの各遺族に交付されたものである。本件

各死体検案書写しは，本件各死体検案書の写しであり，Ｌ警察署が検

視活動における医師の立会いの有無を明らかにするために，後日，Ｘ

及びＹの各遺族である申立人からＬ警察署が提出を受けた文書である。

(ウ) Ｘ及びＹの各遺族である申立人らは，本件申立てにより本件各死体

検案書写しの基本事件への提出を求めている。

イ 上記認定事実によると，本件各死体検案書写しは，Ｌ警察署が検視活

動における医師の立会いの有無を明らかにするために，申立人らから提

出を受けたものであるから，公務員が職務を遂行する上で知ることがで

きた申立人らにとって私的な情報が記載されたものであり，かつ，警察

官ないし検察官（以下「警察官等」という。）において組織的に利用す

る文書であって，その後捜査が行われ刑事事件となった場合以外の公表

は予定されていない。このような文書は，その性質上，当初予定されて

いなかった民事訴訟に提出されることにより，調査に協力した関係者と

の信頼関係が損なわれ，公務の公正かつ円滑な運営に支障を来すことと

なるものにあたる。

したがって，本件各死体検案書写しは，「公務員の職務上の秘密に関

する文書」に当たる。そこで，本件各死体検案書写しの提出により公共

の利益を害し，又は公務の遂行に著しい支障を生じるおそれがあるかが

問題となる。



ウ 県警本部長は，本件各死体検案書写しが，検視活動における医師の立

会いの有無を明らかにするために，遺族から警察に提出を求める文書で

あるところ，死体検案書を作成する医師が，検視報告の限度で利用され

ることを前提に作成されたものが，後日自己又は第三者の民事裁判に流

用されるとしたら，検視に立ち会うこと自体を拒むようになるおそれが

存するとして，犯罪の予防，鎮圧又は捜査，公訴の維持，刑の執行その

他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあるとの意見を述

べる。

しかし，県警本部長の意見は，本件各死体検案書写しの性格から生じ

る支障の可能性を一般的・抽象的に述べるにとどまり，本件各死体検案

書写しの記載内容に即して具体的な支障を及ぼす可能性があることを述

べるものではない。

そして，上記認定事実によると，Ｌ警察署に本件各死体検案書写しを

提出した申立人ら自身が，本件申立てによりそれの基本事件への提出を

求めているのであり，本件各死体検案書写しが，基本事件に提出されて

も，それは申立人らの意思に沿うものであるから，申立人らの信頼を著

しく損なうという具体的な支障が生ずるおそれは全くありえない。

また，上記認定事実によると，死体検案書は，検案をした医師が，死

亡診断書と同一の所定の様式に従って死亡者の氏名，生年月日及び性別，

死亡の年月日時分，死亡の場所及びその種別，死亡の種類，死亡の原因

などを記載して作成し，交付の求めのあった遺族に交付するものである

から，死体検案を行った医師において，遺族がこれを利用することは当

然予想されるものであり，また，死体検案書の一般的な書式からいって

も，実際に当裁判所が法２２３条６項に基づき相手方に対して本件各文

書の提示を求めた結果，判明した本件各死体検案書写しの記載内容に照

らしても，本件各死体検案書写しが基本事件において提出された場合に，



以後警察官等が，検視を行うに際し，医師がその立会いを拒むなどその

協力を得ることが著しく困難になるという具体的な支障が生ずるおそれ

があるとはいえない。

したがって，本件各死体検案書写しが，基本事件に提出されることに

よって国の安全が脅かされ，かつ，犯罪の予防，鎮圧又は捜査などの公

共の安全と秩序の維持に重大な支障を及ぼすおそれが具体的に存在する

とは認められない。そうすると，上記県警本部長の意見について相当な

理由があるとは認めるに足りないというべきである。

エ 相手方は，本件各死体検案書写しには，捜査手法や着眼点など，多岐

に亘る捜査情報が記録されており，これらが公になった場合，今後の捜

査活動に支障を来たし，犯罪を誘発し，犯罪を企図する者による犯罪の

実行を容易にするおそれがあり，犯罪の予防等公共の安全と秩序の維持

に支障を及ぼすおそれがあるなどと主張する。

しかし，上記認定事実によると，死体検案書は，検案をした医師が，

死亡診断書と同一の所定の様式に従って死亡者の氏名，生年月日及び性

別，死亡の年月日時分，死亡の場所及びその種別，死亡の種類，死亡の

原因などを記載して作成されるものであり，犯罪に該当するか否かの判

断をするための検視の方法や着眼点などは記載されるものではないし，

実際に当裁判所が法２２３条６項に基づき相手方に対して本件各文書の

提示を求めた結果，判明した本件各死体検案書写しの記載内容に照らし

ても，本件各死体検案書写しが民事訴訟に提出されて公になることによ

って，今後の検視活動や捜査手続に移行した場合の捜査活動に支障を来

たし，犯罪を誘発し，犯罪を企図する者によって犯罪の実行を容易にす

るという具体的な支障が生ずるおそれがあるとは認められない。そうす

ると，上記相手方の主張は，理由がない。

オ 以上によれば，本件各死体検案書写しは，法２２０条４号ロには該当



しないものと認められる。

(3) 本件写真撮影報告書

ア 一件記録によると，以下の事実が認められる。

(ア) 検視に際しての写真撮影は，検視規則６条２項に従って，検視規則

６条１項に定める変死体の位置，姿勢並びに創傷その他の変異及び特

徴，着衣，携帯品及び遺留品，周辺の地形及び事物の状況，死因（特

に犯罪行為に基因するか否か。）などを綿密に調査するため，死体の

人相，全身の形状，特徴ある身体の部位，着衣などの撮影を行うもの

である。外表の検査として認められる範囲で，死体の写真を撮影する

場合には令状なくして行うことができると解されているが，それを超

えた住居等の内部の様子などの撮影は，令状なくして行うことはでき

ないと解されており，関係者の任意の協力を得て行うものである。こ

のような目的で写真撮影を行った結果を，撮影日時・場所などを記載

して写真撮影報告書として，当該写真を添付して所属警察署長宛に報

告を行うものであり，報告者や撮影者の評価，分析，意見などは記載

されるものではない。

警察官等において，写真撮影報告書などを資料として犯罪の嫌疑に

ついて検討し，検視の結果，犯罪の嫌疑が生じたときには，捜査手続

に移行し，刑事事件に係る訴訟に関する書類として写真撮影報告書は

利用され，公判が開廷されるまでは，原則としてこれを公にしてはな

らない（刑事訴訟法４７条本文）が，公益上の必要その他の事由があ

って，相当と認められる場合には，この限りではない（同条ただし

書）。

公判が開廷された場合には，訴訟に関する書類として写真撮影報告

書は公にすることは許される（同条本文の反対解釈）。ただし，公に

するとは，傍聴人など一般第三者が在廷する公判廷において，記録の



存在及び内容を裁判所に示すことができることを意味するにとどまり，

検察官や弁護人など訴訟関係人を除いて（刑事訴訟法４０条，２７０

条），特定の者が記録の閲覧や謄写をする機会を保証するものではな

い。被告事件の終結後は，何人も，原則として訴訟記録を閲覧するこ

とができる（刑事訴訟法５３条１項本文）。

検視の結果，犯罪の嫌疑が生じず，捜査手続に移行しない場合は，

公開することは予定されていない。

(イ) 本件写真撮影報告書は，Ｌ警察署所属の警察官が，上記(ア)の目的

で，Ｌ警察署長宛に作成した報告書である

(ウ) 本件事故で死亡したＸ（本件事故現場の賃借人でもある。）やＹの

各遺族である申立人らは，本件申立てにより本件写真撮影報告書の基

本事件への提出を求めている。本件事故現場の賃貸人で，所有者であ

ったＵ（以下「Ｕ」という。）は，本件各申立文書が，基本事件にお

いて提出されることについて明示的に反対する意思は示していない。

イ 上記認定事実によると，本件写真撮影報告書は，警察官が職務上知る

ことのできた本件事故現場の状況などＸ及びＹの各遺族やＵにとって私

的な情報が記載されているものであり，かつ，警察官等において組織的

に利用する文書であって，その後捜査が行われ刑事事件になった場合以

外の公表は予定されていない。このような文書は，その性質上，当初予

定されていなかった民事訴訟において提出されることにより，調査に協

力した関係者との信頼関係が損なわれ，公務の公正かつ円滑な運営に支

障を来すこととなるものにあたる。

したがって，本件写真撮影報告書は，「公務員の職務上の秘密に関す

る文書」に当たる。そこで，本件写真撮影報告書の提出により公共の利

益を害し，又は公務の遂行に著しい支障を生じるおそれがあるかが問題

となる。



ウ 県警本部長は，本件写真撮影報告書が，犯罪捜査の目的のために撮影

対象物の所有者の許可を得て写真を撮影して作成されたものであるとこ

ろ，撮影対象物の所有者も犯罪捜査という公共の利益のためにやむなく

その撮影を許可したものであるのに，後日予想もしなかった民事裁判に

流用されるおそれがあるとしたら，写真撮影を拒むことになるおそれが

存し，写真撮影を行おうとする都度，検証の申立を必要とするのでは捜

査に重大な支障が生じ，国の安全が脅かされ，かつ，犯罪の予防，鎮圧

又は捜査などの公共の安全と秩序の維持に重大な支障を及ぼすとの意見

を述べている。

しかし，県警本部長の意見は，本件写真撮影報告書の性格から生じる

支障の可能性を一般的・抽象的に述べるにとどまり，本件写真撮影報告

書の記載内容に即して具体的な支障を及ぼす可能性があることを述べる

ものではない。

そして，上記認定事実によると，本件事故で死亡したＸ（本件事故現

場の賃借人でもある。）やＹの各遺族である申立人らは，本件申立てに

より本件写真撮影報告書の基本事件への提出を求めているのであり，本

件事故現場の賃貸人で，所有者であったＵは，本件写真撮影報告書が，

基本事件において提出されることには明示的に反対する意思は示してい

ないし，実際に当裁判所が法２２３条６項に基づき相手方に対して本件

各文書の提示を求めた結果，判明した本件写真撮影報告書の記載内容に

照らしても，本件写真撮影報告書を基本事件において提出された場合に，

調査に協力した関係者の信頼を著しく損なうという具体的な支障が生ず

るおそれがあるとはいえない。

また，上記認定事実によると，検視の結果，犯罪の嫌疑が生じ，捜査

手続に移行し，公判が開廷されたときには，刑事事件において公にされ

る可能性があることが制度的に予定されているから，検視に当たって警



察官の行う調査に応じ，任意に写真撮影に応じた者は，写真撮影の内容

が，将来にわたっても，決して他に開示されることはないとの信頼を前

提に写真撮影に応じたものとは解されないし，実際に当裁判所が法２２

３条６項に基づき相手方に対して本件各文書の提示を求めた結果，判明

した本件写真撮影報告書の記載内容に照らしても，本件写真撮影報告書

が基本事件において提出されたとしても，以後警察官等が検視にあたり

写真撮影を行うに際し関係者の協力を得ることが著しく困難となるとい

う具体的な支障が生ずるおそれがあるとはいえない。

したがって，本件写真撮影報告書が基本事件で提出されることによっ

て国の安全が脅かされ，かつ，犯罪の予防，鎮圧又は捜査などの公共の

安全と秩序の維持に重大な支障を及ぼすおそれが具体的に存在するとは

認められない。そうすると，上記県警本部長の意見について相当な理由

があるとは認めるに足りないというべきである。

エ 相手方は，本件写真撮影報告書には，捜査手法や着眼点など，多岐に

亘る捜査情報が記録されており，これらが公になった場合，今後の捜査

活動に支障を来たし，犯罪を誘発し，犯罪を企図する者による犯罪の実

行を容易にするおそれがあり，犯罪の予防等公共の安全と秩序の維持に

支障を及ぼすおそれがあるなどと主張する。

しかし，本件事故は，既に約１９年前の事故であり，公訴時効が完成

している可能性が高く，今後刑事事件として立件させる可能性は著しく

低いことから，本件写真撮影報告書が民事訴訟に提出されても，本件事

故についての調査の進捗状況などが明らかになり，関係証拠の隠滅や犯

人の逃走が図られるなど，本件事故に関する今後の検視活動や捜査手続

に移行した場合の捜査活動に支障を来すという具体的な支障が生ずるお

それがあるとはいえない。

また，写真撮影報告書は，撮影日時・場所などが記載され，事故現場



の状況などが撮影された写真が添付されるにすぎず，報告者や撮影者の

評価，分析，意見などは記載されるものではない。そうすると，本件写

真撮影報告書の記載内容や添付の写真から，犯罪に該当するか否かの判

断をするための検視の方法や着眼点などが推知される一般的・抽象的な

可能性があるにとどまるのであって，実際に当裁判所が法２２３条６項

に基づき相手方に対して本件各文書の提示を求めた結果，判明した本件

写真撮影報告書の記載内容に照らしても，警察官等が本件事故のような

事案で犯罪に基因するものかどうかを検討し判断する際の着眼点や検討，

判断の過程が具体的に明らかになるものではない。そうすると，本件写

真撮影報告書の記載内容が民事訴訟に提出されて公になることによって，

犯罪を誘発し，犯罪を企図する者によって犯罪の実行を容易にするとい

う具体的な支障が生ずるおそれがあるとは認められない。そうすると，

上記相手方の主張は，理由がない。

オ 以上によれば，本件写真撮影報告書は，法２２０条４号ロには該当し

ないものと認められる。

(4) 本件各供述録取書

ア 一件記録によると，以下の事実が認められる。

(ア) 検視に際して警察官は，検視規則６条２項に従って，関係者につい

て必要な事項を聴取し，検視規則６条１項に定める事項を綿密に調査

を行う。変死体の親族に対しては，変死体の身上関係や生活状況につ

いて聴取して，変死体の氏名，年齢，住所及び性別など身元の確認や

自殺の疑いの有無など検視規則６条１項に定める事項を調査する。ま

た，室内において変死体の死因が一酸化炭素中毒死の疑いがある場合

には，室内に設置されたガス器具を管理するガス事業者から，ガス器

具の使用状況や事故の原因などを聴取し，症状，毒物の種類及び中毒

するに至った経緯など検視規則６条１項に定める事項を調査する。



供述録取書は，このような聴取の結果を警察官において調書に録取

し，供述者にその内容を確認して，署名押印を求めて作成するもので

あり，作成者である警察官の評価，分析，意見などは記載されない。

そして，検視に際し作成される供述録取書も，写真撮影報告書と同

様に，警察官等において，犯罪の嫌疑について検討する際の資料とさ

れ，検視の結果，犯罪の嫌疑が生じ，捜査手続に移行した場合には，

刑事事件に係る訴訟の資料として利用され，公判が開廷されるまでは，

原則としてこれを公にしないものであり，捜査手続に移行しなかった

場合にも，公開することは予定されていない文書である。

(イ) 本件各供述録取書は，Ｌ警察署において，上記(ア)の目的で，Ｘの

親族である申立人Ａ及びガス事業者であるＩの従業員から必要な事項

を聴取した結果である。

(ウ) また，申立人Ａを含むＸ及びＹの各遺族である申立人らは，本件申

立てにより本件各供述録取書の基本事件への提出を求めている。

Ｉの事業を承継した被告Ｇは，本件各申立文書の提出について「然

るべく」とするだけでなく，本件各申立文書が基本事件における事実

の認定に有用な資料であると思料するとの意見を述べている。）Ｉが

当時把握したとする内容は，被告ＧよりＩのガス事故詳報（乙ロ１）

及び内部のメモ（乙ロ１，２の①）として基本事件に提出されている。

イ Ｉ従業員の供述録取書について

(ア) 上記認定事実によると，Ｉ従業員の供述録取書は，警察官が職務上

知ることのできたＩ（現在の被告Ｇ）ないしＩ従業員にとっての私的

な情報が記載されているものであり，かつ，警察官等において組織的

に利用する文書であって，その後捜査が行われ刑事事件となった場合

以外の公表は予定されていない。

そして，このような文書は，その性質上，当初予定されていなかっ



た民事訴訟において提出されることにより，調査に協力した関係者の

信頼関係が損なわれ，公務の公正かつ円滑な運営に支障を来すことと

なるものにあたる。

したがって，Ｉ従業員の供述録取書は，「公務員の職務上の秘密に

関する文書」に当たる。そこで，Ｉ従業員の供述録取書の提出により

公共の利益を害し，又は公務の遂行に著しい支障を生じるおそれがあ

るかが問題となる。

(イ) 県警本部長は，Ｉ従業員の供述録取書が犯罪捜査の目的で，格別の

協力を求めて，特に社会的及び人間的配慮を考慮せず供述者の体験及

び経験のまま供述したものを録取して作成されたものであるところ，

後日，民事裁判に利用されることになると，供述者に不利になったり，

供述者が第三者から苦情や訴訟提起を受けるなどして負担を受けるお

それが存することにより，今後の捜査活動において供述者が協力を拒

んだり，真の記憶及び体験に基づく供述をしなくなるおそれが強く存

する。特に，基本事件は社会的な耳目を集めている企業が被告である

ことなどに鑑みれば，その訴訟経過や結果が報道されることにより，

多くの国民が犯罪捜査に協力した結果が後日民事訴訟の証拠として用

いられる可能性があることを知ることとなるので，多くの国民が協力

を拒むなどのおそれが現実に大きく，また，Ｉ従業員の供述録取書の

供述者も，供述当時は刑事事件に限り事故の供述を証拠とすることを

承諾して供述したにもかかわらず，後日民事訴訟に利用されることは

精神的抵抗感が強いというべきである。このような事態は，犯罪者の

適正な検挙・摘発が阻害され，あるいは犯罪捜査が滞ることで，国の

安全が脅かされ，かつ，犯罪の予防，鎮圧又は捜査などの公共の安全

と秩序の維持に重大な支障を及ぼすことになるとの意見を述べている。

しかし，県警本部長の意見は，供述録取書の性格から生じる支障の



可能性を一般的・抽象的に述べるにとどまり，Ｉ従業員の供述録取書

の記載内容に即して具体的な支障を及ぼす可能性があることを述べる

ものではない。

そして，上記認定事実によると，Ｉの事業を承継した被告Ｇは，本

件各申立文書の提出について「然るべく」とするだけでなく，本件各

申立文書が基本事件における事実の認定に有用な資料であると思料す

るとしていること，既にＩが当時把握したとする内容は，被告Ｇより

Ｉのガス事故詳報（乙ロ１）及び内部のメモ（乙ロ１，２の①）とし

て基本事件に提出されていること，さらに，実際に当裁判所が法２２

３条６項に基づき相手方に対して本件各文書の提示を求めた結果，判

明したＩ従業員の供述録取書の記載内容に照らしても，Ｉ従業員の供

述録取書が基本事件において提出された場合に，供述者であるＩ従業

員の信頼を著しく損なうことになるという具体的な支障が生ずるおそ

れがあるとはいえなし，Ｉ（現在の被告Ｇ）など関係者の信頼を著し

く損なうこととなるという具体的な支障が生ずるおそれがあるとはい

えない。

また，上記認定事実によると，検視の結果，犯罪の嫌疑が生じ，捜

査手続に移行し，公判が開廷されたときには，刑事事件において公に

される可能性があることが制度的に予定されているから，検視に当た

って警察官の行う調査に応じ，任意に自己の知り得た事実等を供述す

る者は，当該事件において任意に供述した事実及びその内容が，将来

にわたっても，決して他に開示されることはないとの信頼を前提に供

述を行っているものとは解されないし，実際に当裁判所が法２２３条

６項に基づき相手方に対して本件各文書の提示を求めた結果，判明し

たＩ従業員の供述録取書の記載内容に照らしても，Ｉ従業員の供述録

取書が基本事件において提出された場合に，以後警察官等が検視にあ



たり関係者から事情聴取を行う際に関係者の協力を得ることが著しく

困難となるという具体的な支障が生ずるおそれがあるとはいえない。

したがって，Ｉ従業員の供述録取書が基本事件に提出されたとして

も，国の安全が脅かされる，あるいは犯罪の予防，鎮圧又は捜査など

の公共の安全と秩序の維持に重大な支障を及ぼすことになるとは認め

られない。そうすると，上記県警本部長の意見について相当な理由が

あるとは認めるに足りないというべきである。

(ウ) 相手方は，Ｉ従業員の供述録取書には，捜査手法や着眼点など，多

岐に亘る捜査情報が記録されており，これらが公になった場合，今後

の捜査活動に支障を来たし，犯罪を誘発し，犯罪を企図する者による

犯罪の実行を容易にするおそれがあり，犯罪の予防等公共の安全と秩

序の維持に支障を及ぼすおそれがあるなどと主張する。

しかし，前記のとおり，本件事故は，今後刑事事件として立件させ

る可能性が著しく低いことから，Ｉ従業員の供述録取書が基本事件に

提出されても，本件事故に関する今後の検視活動や捜査手続に移行し

た場合の捜査活動に支障を来すという具体的な支障が生ずるおそれが

あるとはいえない。

また，上記認定事実によると，ガス事業者であるＩの従業員の供述

録取書は，検視規則６条１項に定める事項について調査するために，

ガス事業者が認識している事項についてガス事業者から聴取した結果

を警察官においてまとめた書類であり，作成者である警察官の評価，

分析，意見などは記載されるものではない。そうすると，Ｉ従業員の

供述録取書の記載内容から犯罪に該当するか否かの判断をするための

検視の方法や着眼点などが推知される一般的・抽象的な可能性がある

にとどまるのであって，実際に当裁判所が法２２３条６項に基づき相

手方に対して本件各文書の提示を求めた結果，判明したＩ従業員の供



述録取書の記載内容に照らしても，警察官等が本件事故のような事案

で犯罪に基因するものかどうかを検討し判断する際の着眼点や検討，

判断の過程が具体的に明らかになるとはいえないので，犯罪を誘発し，

犯罪を企図する者による犯罪の実行を容易にするおそれという具体的

な支障が生ずるおそれがあるとはいえないと認められる。そうすると，

上記相手方の主張は，理由がない。

(エ) 以上によると，Ｉ従業員の供述録取書は，法２２０条４号ロの文書

の文書には該当しない。

ウ 申立人Ａの供述録取書

(ア) 上記認定事実によると，申立人Ａの供述録取書は，警察官が職務上

知ることができた申立人Ａにとって私的な情報が記載されているもの

であり，かつ，刑事事件として公判が開廷されない限りは，警察官等

において組織的に利用する文書であって，その後捜査が行われ刑事事

件となった場合以外の公表は予定されていないものである。このよう

な文書は，その性質上，当初予定されていなかった民事訴訟において

提出されることにより，調査に協力した関係者との信頼関係が損なわ

れ，公務の公正かつ円滑な運営に支障を来すこととなるものにあたる。

したがって，申立人Ａの供述録取書は，「公務員の職務上の秘密に

関する文書」に当たる。そこで，申立人Ａの供述録取書の提出により

公共の利益を害し，又は公務の遂行に著しい支障を生じるおそれがあ

るかが問題となる。

(イ) 県警本部長は，上記のＩ従業員の供述録取書と同様に，申立人Ａの

供述録取書が民事訴訟に提出されると，供述者の協力が得られなくな

るなど，犯罪者の適正な検挙・摘発が阻害され，犯罪捜査が滞るとの

意見を述べるが，これは供述録取書の性格から生じる支障の可能性を

一般的・抽象的に述べるにとどまり，申立人Ａの供述録取書の記載内



容に即して具体的な支障を及ぼす可能性があることを述べるものでは

ない。

そして，上記認定事実によると，申立人Ａは，本件申立てにより申

立人Ａの供述録取書の基本事件への提出を求めているのであり，申立

人Ａの供述録取書が基本事件に提出されても，それは供述者の意思に

沿うものであるから，申立人Ａの信頼を著しく損なうという具体的な

支障が生ずるおそれがあるとはいえない。

また，上記のように，そもそも検視の結果，犯罪の嫌疑が生じ，捜

査手続に移行し，公判が開廷されたときには，刑事事件において公に

される可能性があるものであるから，申立人Ａの供述録取書が基本事

件において提出されたとしても，以後警察官等が検視にあたり関係者

から事情聴取を行う際に関係者の協力を得ることが著しく困難になる

という具体的な支障が生ずるおそれがあるとはいえない。

さらに，上記認定事実によると，本件のような申立人Ａ自身の申立

てによって，申立人Ａの供述録取書が基本事件に提出されたとしても，

それは供述者の意思に沿うものであるから，検視に当たって死因など

の調査のために死者の親族が一般にこのような事態をおそれて，警察

官に対し，必要な事項の聴取に応じなくなるという具体的な支障が生

ずるおそれがあるとはいえない。

したがって，申立人Ａの供述録取書が民事訴訟に提出されたとして

も，国の安全が脅かされる，あるいは犯罪の予防，鎮圧又は捜査など

の公共の安全と秩序の維持に重大な支障を及ぼすおそれが具体的に存

在するとは認められない。そうすると，上記県警本部長の意見につい

て相当な理由があるとは認めるに足りないというべきである。

(ウ) 相手方は，申立人Ａの供述録取書には，捜査手法や着眼点など，多

岐に亘る捜査情報が記録されており，これらが公になった場合，今後



の捜査活動に支障を来たし，犯罪を誘発し，犯罪を企図する者による

犯罪の実行を容易にするおそれがあり，犯罪の予防等公共の安全と秩

序の維持に支障を及ぼすおそれがあるなどと主張する。

しかし，前記のとおり，本件事故は，今後刑事事件として立件させ

る可能性が著しく低いことから，本件事故に関する今後の検視活動や

捜査手続に移行した場合の捜査活動に支障を来すという具体的な支障

が生ずるおそれがあるとはいえない。

また，申立人Ａの供述録取書は，検視規則６条１項に定める事項を

調査するため，申立人Ａが認識している事項についてＸの親族である

申立人Ａから聴取した結果を警察官においてまとめた書類であり，作

成者である警察官の評価，分析，意見などは記載されるものではない。

そうすると，申立人Ａの供述録取書の記載内容から，犯罪に該当する

か否かの判断をするための検視の方法や着眼点などが推知される一般

的・抽象的な可能性があるにとどまるのであって，実際に当裁判所が

法２２３条６項に基づき相手方に対して本件各文書の提示を求めた結

果，判明した申立人Ａの供述録取書の記載内容に照らしても，警察官

等が本件事故のような事案で犯罪に基因するものかどうかを検討し判

断する際の着眼点や検討，判断の過程が具体的に明らかになるとはい

えないので，犯罪を誘発し，犯罪を企図する者による犯罪の実行を容

易にするおそれという具体的な支障が生ずるおそれがあるとはいえな

いと認められる。そうすると，上記相手方の主張は，理由がない。

(エ) 以上によれば，申立人Ａの供述録取書は，法２２０条４号ロの文

書の文書には該当しないものと認められる。

(5) 以上のとおり，本件各供述録取書は，いずれも法２２０条４号ロの文書

の文書には該当しない。

３ よって，相手方の所持する本件各文書は，法２２０条３号前段の文書に該



当するかについて判断するまでもなく，同条４号の文書として相手方は提出

義務を負うものであるが，その余の本件各申立文書については，相手方が所

持していることを認めるに足りる証拠がなく，本件申立ては，相手方に対し，

本件各文書の提出を求める限度で理由があり，その余は理由がなく，主文の

とおり決定する。

平成２０年１１月１７日

名古屋地方裁判所民事第８部

裁判長裁判官 長 谷 川 恭 弘

裁判官 濱 本 章 子

裁判官 鈴 木 喬



（別 紙）

文 書 目 録

１ 下記記載の事故（以下「本件事故」という。）に関するＩ従業員の供述録取

書

２ 本件事故に関する申立人Ａの供述録取書

３ 亡Ｙの死体検案書の写し

４ 亡Ｘの死体検案書の写し

５ 本件事故現場に関する写真撮影報告書

記

(1) 日 時

平成元年９月８日午後１０時ころ（推定）

(2) 場 所

ａ市ｂｃ番地ｄ ｅビルｆ階ｇ号（以下「本件事故現場」という。）

(3) 事故の態様及び結果

亡Ｘ（昭和ｈ年ｉ月ｊ日生。）と友人の亡Ｙ（昭和ｋ年ｌ月ｍ日生。）は，

浴室及び台所で湯を使うために，本件事故現場内に設置された基本事件被告

Ｈ株式会社製造で基本事件被告Ｇ株式会社販売にかかる湯沸器（商品名ＰＩ

ＣＭ－２３０）を使用したところ，一酸化炭素が発生して室内に充満し，上

記日時ころ，一酸化炭素中毒により死亡した。


